
議案第５号 

令和７年度野田村下水道事業会計補正予算（第１号） 

（総則） 

第１条 令和７年度野田村下水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるとこ 

 ろによる。 

（収益的収入及び支出の補正） 

第２条 令和７年度野田村下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定

めた収益的収入及び支出の予定額の一部を次のとおり補正する。 

      （科 目）    （既決予定額） （補正予定額）   （計） 

収 入                

第１款 公共下水道事業収益  302,086千円     100千円   302,186千円 

第２項 営業外収益     242,771千円     100千円   242,871千円 

 第３款 漁業集落排水事業収益  14,053千円   1,000千円    15,053千円 

  第２項 営業外収益      12,683千円   1,000千円    13,683千円 

支 出  

第１款 公共下水道事業費用  302,086千円    100千円   302,186千円 

第１項 営業費用      284,552千円    100千円   284,652千円 

 第３款 漁業集落排水事業費用  14,053千円   1,000千円    15,053千円 

  第１項 営業費用       13,342千円   1,000千円    14,342千円 

 （他会計からの補助金の補正） 

第３条 予算第９条中「補助を受ける金額は、122,340千円」を「補助を受ける金額

は、123,440千円」に改める。 

令和７年６月10日提出 

野田村長 小野寺 勝 幸 
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注 記 

 

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項 

 令和６年度より公共下水道事業、農業集落排水事業、漁業集落排水事業に地方公営

企業法の財務規定を適用し、下水道事業として会計を統合している。 

１ 固定資産の減価償却の方法及び主な耐用年数 

⑴ 有形固定資産 

 

 

 

 

 

⑵ 無形固定資産 

固定資産の科目 減価償却の方法 主な耐用年数 

ソフトウェア 定額法   ５年 

その他無形固定資産 定額法   50年 

２ 引当金の計上基準 

 ⑴ 退職給付引当金 

当村は、岩手県市町村職員退職手当組合に加入しており、一般会計がその

全部を負担することとしているため、退職給付引当金を計上していない。 

 ⑵ 賞与引当金及び法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びに当該手当の支給に伴い発生する

法定福利費の支払いに備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、

当事業年度の負担に属する額を計上している。 

 ⑶ 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額

を計上している。 

３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

Ⅱ．予定貸借対照表関連 

予定貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末の翌日から起算して１年

固定資産の科目 減価償却の方法 主な耐用年数 

建物 定額法    ８～50年 

構築物 定額法    10～50年 

機械及び装置 定額法    ６～30年 

車両運搬具 定額法      ５年 



以内に償還予定のものを含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は

1,616,865千円である。 

Ⅲ．セグメント情報の開示 

１ 報告セグメントの概要 

下水道事業会計は、公共下水道事業及び農業集落排水事業並びに漁業集落排水

事業を運営しており、各事業で運営方針等を決定していることから、公共下水道

事業及び農業集落排水事業並びに漁業集落排水事業の３つを報告セグメントとし

ている。 

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 

事業区分 事業の内容 

公共下水道事業 市街地等における汚水の処理及び雨水の排除 

農業集落排水事業 農業集落における汚水の処理 

漁業集落排水事業 漁業集落における汚水の処理 

２ 報告セグメントごとの営業収益等 

 当年度（令和７年４月１日から令和８年３月31日まで） 

（単位：千円） 

 公共下水道 

事   業 

農業集落 

排水事業 

漁業集落 

排水事業 
合 計 

営業収益 53,923 4,909 1,245 60,077 

営業費用 272,128 34,633 13,873 320,634 

営業損益 △218,205 △29,724 △12,628 △260,557 

経常損益 9,052 588 262 9,902 

セグメント資産 4,101,464 535,288 192,784 4,829,536 

セグメント負債 3,790,008 432,290 151,888 4,374,186 

その他の項目     

他会計繰入金 196,303 29,545 18,075 243,923 

減価償却費 139,218 19,987 9,181 168,386 

有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額 
△116,612 △16,182 △8,866 △141,660 

 



　　　　(単位：千円、消費税及び地方消費税込)

１ 302,086 100 302,186

　２ 242,771 100 242,871

２他 会 計 補 助 金 99,220 100 99,320

他 会 計 補 助 金 99,220 100 99,320 一般会計補助金

３ 14,053 1,000 15,053

　２ 12,683 1,000 13,683

２他 会 計 補 助 金 9,075 1,000 10,075

他 会 計 補 助 金 9,075 1,000 10,075 一般会計補助金

　　　　(単位：千円、消費税及び地方消費税込)

１ 302,086 100 302,186

　１ 284,552 100 284,652

３処 理 場 費 57,688 100 57,788
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保 険 料 222 33 255
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設備棟火災保険料

３ 14,053 1,000 15,053

１ 13,342 1,000 14,342

３処 理 場 費 2,885 1,000 3,885

動 力 費 120 1,000 1,120 処理場電気料（動力）
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